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～韓国新政権が船出するも、経済対策の素早い取り組みが求められる～ 
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○経済指標の振り返り 

発表日 指標、イベントなど 結果 ｺﾝｾﾝｻｽ 前回 

2/18（月） （韓国）1月失業率（季節調整済） 

（韓国）1月就業者数（季節調整済） 

（シンガポール）1月非石油輸出 

（前月比、季節調整済）

3.0% 

2,359 万人 

＋8.4% 

 

 

＋4.5% 

3.1% 

2,355 万人 

▲1.8% 

2/19（火） （韓国）1月輸入物価（前年比） ＋21.2%  ＋15.6% 

2/21（木） （台湾）10-12 月期実質 GDP（前年比） ＋6.39% ＋5.6% ＋6.86% 

2/22（金） （インド）卸売物価指数（2/9 時点、前年比） ＋4.35% ＋4.11% ＋4.07% 

（注）ｺﾝｾﾝｻｽは Bloomberg 及び REUTER 調査 

 

～韓国～ 

先々週に公表された韓国の指標（1 月消費者信頼感指数、1 月生産者物価指数）は、世界的な食料品及び資

源価格の上昇が、足元の韓国経済に影響を与え始めていることを示す内容であったが、先週公表された 2つの

指標は好対照な内容を示す結果となった。18 日に国家統計局が公表した 1 月の失業率（季節調整済）は 3.0%

と、前月（同 3.1%）から低下し、5年超ぶりの低水準となった。同時に発表された 1月の就業者数（季節調整

済）も 2,359 万人と、前月（同 2,355 万人）から増加し、米国経済減速に端を発する足元の景気減速懸念にも

拘らず、労働環境は依然として力強いことを示した格好となった。ただし、14 日に公表された家計所得支出

に関する調査によると、10-12 月期家計所得は前年同期比＋3.3%と前期（同＋7.4%）から伸びが鈍化し、その

結果として、同期の家計支出も同＋2.1%と、前期（同＋7.5%）から伸びが鈍化することとなった。足元の賃金

の伸びが鈍化し、雇用環境の改善が必ずしも家計所得の伸びに反映していないことが浮き彫りになっているほ

か、韓国経済を下支えしてきた底堅い消費の伸びも減ぜられる等、先行きの韓国経済は弱含みの状況にあると

言えよう。 

    図 1 韓国 失業率の推移    図 2 韓国 家計所得及び家計支出の推移（前年比） 
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また、19 日に韓国銀行が公表した 1 月の輸入物価は前年同期比＋21.2%と、前月（同＋15.6%）から大幅に

加速した。足元の通貨ウォンの対米ドルレートは、昨年 11 月以降は外国人投資家を中心にリスク許容度が低

下している影響から、それまでの増価から一転して弱含み傾向が続いており、世界的な食料品及び原油価格の

上昇と相俟って輸入物価を押し上げる格好となっている。足元の株式市場も、外国人投資家による売り越し傾

向が続いていることから、先行きの為替レートも弱含み傾向が続くものと見込まれ、輸入物価も上昇傾向が持

続しよう。結果的に、消費者物価の上昇が加速する懸念が一層強まっていると言える。 

 図 3 韓国 輸入物価の推移（前年比）  図 4 韓国 為替相場の推移（日足） 
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   （出所）CEIC      （出所）Bloomberg 

 

～台湾～ 

21 日に台湾主計処（統計局）が公表した 10-12 月期の実質 GDP は、対前年同期比＋6.39%と前期（同＋6.86%）

から若干鈍化したものの、依然として高い伸びを示した。要素別寄与度を見ると、個人消費（同＋1.13%）や

資本形成（同▲0.33%）が前期（各、同＋2.07%、同＋0.88%）から大きく低下し、内需が大きく落ち込んだ一

方、純輸出が同＋5.26%と前期（同＋3.30%）から大幅に伸び、外需により牽引される格好が強まった。この結

果、2007 年通期の実質 GDP は対前年比＋5.70%となり、前年（同＋4.89%）から大幅な伸びとなった。足元で

の力強さが示された一方、先行きの台湾経済は、今年 3月に実施される総統選挙に向けて国民党と民進党の間

で熾烈な争いが展開される中、両候補の経済政策を見極める必要があるものの、米国経済の減速が決定的とな

る中、IT 関連財や資本財輸出への依存度の高い同国は、地理的に近い中国との間の経済関係の強化をさらに

進めていく必要があろう。ただし、8月に開催される北京五輪に向けて、IT 関連財需要は引き続き堅調に推移

するものと見込まれる一方、それ以降の需要鈍化による在庫調整が避けられそうにないことを勘案すれば、外

需依存度の高い同国経済は、足元の内需が弱含みであることが示されたことで、景気の一服が近いことを示し

ていると言える。 

 図 5 台湾 実質 GDP の推移（前年比）  図 6 台湾 IT 財の在庫・出荷の推移(前年比) 
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